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供託されても
ひるまない

供託制度の
知識と対処法
吉国智彦［著］
A5判・360頁　　定価　本体：4,500円+税

徴収職員のための

■滞納処分の実務担当者が知っておきたい供託制度の仕組みについて、具体的な供託事案に
　即して基本から丁寧に解説。
■供託物の払渡請求など、滞納処分手続きを進行中の徴収職員が取るべき法的対応策を解説。
■事案概要図によって、複雑な事実関係や法律関係を容易に理解することができる。
■当事者（供託者・供託所・被供託者）の複雑な関係をわかりやすく、図式化。

自治体の
徴収事務担当者

必携！



＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK

!
C第一法規 検  索

レジ トカ ドでもお支払 ただけます

詳細・お申詳細・お申し込みはコチはコチラ

はしがき
略語表

●徴収職員体験記・提言編（判例が読める
職員）

第１章　供託の意義
１　供託との出会い
２　供託の沿革
３　供託の字解
４　供託の意義
５　供託の根拠法令
●徴収職員体験記1（主観論対法律論）

第２章　供託制度の基本
第１節　供託制度の当事者
１　難解な供託制度
２　供託者
３　被供託者
４　供託者と被供託者の当事者能力
５　供託の当事者適格
６　供託所
７　供託所の機能（現金取扱庁と非現金
取扱庁）

８　供託官の位置付け
９　供託官の職務とその権限 
10　供託官の処分に対する不服申立制度
第２節　供託物と供託物払渡請求権
１　供託の目的物
２　供託物払渡請求権
●徴収職員体験記2（正確性が要求される）

第３章　供託の構造
１　供託手続きの流れ
２　供託物払渡請求権の差押え又は譲渡
３　供託物取戻請求権と供託物還付請求
権の関係

４　供託物取戻請求権の処分と還付請求
権の行使

５　供託の受諾
６　供託金払渡手続き
●徴収職員体験記3（暗躍する地面師） 

第４章　供託制度の概要
第１節　供託の種類
１　弁済供託
２　徴収法上の担保供託
３　裁判上の担保供託 
４　営業保証供託 
５　執行供託

６　混合供託
７　選挙供託 
８　没取供託
９　保管供託 
10　強制執行の権利供託と義務供託
11　仮差押えの権利供託 
12　執行供託と転付命令 
13　滞調法の権利供託･義務供託
第２節　供託金の変動
１　供託金の利息 
２　供託金利息の利率経過 
３　供託金利息の払渡請求権者 
４　供託物払渡請求権の差押えとその利
息への効力 

５　供託金払渡請求権の消滅時効 
●徴収職員体験記4（知識の引き出し） 

第５章　徴収実務と供託
第１節　徴収法上の債権差押えの取扱い
１　債権差押えと供託の関係
２　債権の全額差押え
３　債権を全額差押えする立法趣旨
４　一部差押えの問題点 
５　処理を複雑化する一部差押え 
６　債権譲渡と債権差押えの競合 
７　差押えと債権譲渡通知との先後が不
明である場合の債権者不確知供託

第２節　滞納処分実務と供託
１　残余金が生じる場合 
２　弁済供託の要件
３　供託場所 
４　弁済供託書の作成例
５　弁済供託の通知 
６　残余金の供託金還付請求権を差押え
する場合 

７　仮差押解放金債権の差押え 
８　みなし仮差押解放金債権の差押え 
９　仮差押解放金の取立て 
第３節　金銭債権に対する差押えの競合

その1（滞調法）
１　滞納処分による差押え後の強制執行
による差押え

２　滞納処分の債権差押えと強制執行に
よる債権差押え

３　強制執行による差押えの効力拡張の
理由

４　取立て等の制限
５　滞調法上の権利供託
６　供託することができる金額 
７　第三債務者への供託等の教示
８　第三債務者からの事情届

９　事情届があった場合の処理
10　債権差押えの基本の遵守 
11　供託金の還付等
12　裁判所の配当 
第４節　金銭債権に対する差押えの競合

その2（滞調法）
１　強制執行による差押え後の滞納処分
による差押え

２　強制執行による差押えの効力の拡張
３　差押競合債権 
４　差押競合債権となった場合の通知な
ど

５　滞調法上の義務供託 
６　供託すべき金額
７　第三債務者からの事情届
８　裁判所の配当
第５節　金銭債権に対する差押えの競合

その3（滞調法）
１　滞納処分と強制執行による差押通知
が同時到達した場合

２　滞納処分と強制執行による差押通知
の到達先後不明の場合

第６節　混合供託がされている供託金還
付請求権の差押え

１　滞納処分における執行供託と混合供
託での実務

２　供託金還付請求権の取立て 
３　国税庁通達の意味 
４　混合供託の事案と債権譲渡の承諾
５　供託物取戻請求権譲渡及び供託物還
付請求権譲渡の確定日付

第７節　仮差押えがされている金銭債権
への滞納処分による差押え

１　仮差押えと滞納処分による差押え
２　仮差押競合債権 
３　仮差押競合債権における第三債務者
の供託 

４　仮差押競合債権を配当した結果の残
余金 

●徴収職員体験記5（こだわりすぎ）

第６章　執行法と保全法による供託
第１節　執行法編
１　民事執行と滞納処分の相違
２　執行法上の権利供託（執行法第156 
条第1項）

３　執行法上の義務供託（執行法第156 
条第2項）

第２節　保全法編
１　保全法上の権利供託
２　仮差押解放金債権の意義 

３　みなし仮差押解放金債権の意義 
４　仮差押解放金の取立て
●徴収職員体験記6（1秒で判断する）

第７章　破産手続開始決定と供託金
還付請求権の差押え

１　破産手続開始決定と滞納処分による
差押え

２　基本債権の差押え後に基本債権が供
託されたときの取扱い

３　破産手続開始決定後の供託物還付請
求権との関係

４　新たな滞納処分か否か
●徴収職員体験記7（破産と滞納処分）

第８章　供託の閲覧手続き
１　供託物払渡請求権の差押え
２　徴収法上の質問及び検査権 
３　供託に関する書類の閲覧規則 
４　閲覧を請求できる者（利害関係人） 
５　官公署からの閲覧請求規定 
６　閲覧方法 
７　閲覧申請書の内容 
８　閲覧による消滅時効中断 
●徴収職員体験記8（時効の制度も実は
難しい）

第９章　法令
１　供託法（明治32年法律第15号）
２　供託規則（昭和34年法務省令第2号） 

■様式編
１　第三債務者への供託及び事情届提出
の教示

２　第三債務者からの事情届 
３　滞調法の事情届通知書（滞納処分庁
→裁判所）

４　滞納処分庁からの残余金受け取りの
催告

５　副本ファイル閲覧申請書
６　滞調法上の差押え及び交付要求解除
（通知）書（滞納処分庁→裁判所）

７　滞調法上の債権差押通知書（滞納処
分庁→裁判所）（国税様式） 

８　滞調法上の滞納現在額申立書（滞納
処分庁→裁判所）（国税様式）

９　滞調法上の差押通知書及び交付要求
書（滞納処分庁→裁判所）（国税様式）
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